
長門市告示第 93 号 

 令和４年第２回長門市議会臨時会を次のとおり招集する。  

令和４年５月 20 日 

                  長門市長 江 原 達 也 

 

１ 日時 令和４年５月 27 日 午前９時 30 分  

２ 場所 長門市議会議事堂  

３ 付議事件 

 議案 

第１号 令和４年度長門市一般会計補正予算（第１号） 

第２号 専決処分の承認について（長門市税条例等の一部を改正する条例） 

第３号 専決処分の承認について（長門市都市計画税条例の一部を改正する条例） 

 

報告 

第１号 令和３年度長門市一般会計予算に係る繰越明許費繰越計算書の報告につ

いて  

第２号 令和３年度長門市水道事業会計予算に係る建設改良費繰越計算書の報告

について 

第３号 令和３年度長門市下水道事業会計予算に係る建設改良費繰越計算書の報

告について 

第４号 専決処分の報告について（工事請負契約の一部を変更することについて） 
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議案第２号 

専決処分の承認について（長門市税条例等の一部を改正する条例）  

長門市税条例等の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和 22 年法律第

67 号）第 179 条第１項の規定により、令和４年３月 31 日別紙のとおり専決処分

したので、同条第３項の規定により市議会の承認を求める。  

令和４年５月 27 日提出 

長門市長 江 原 達 也  



長門市税条例等の一部を改正する条例をここに公布する。  

  令和４年３月 31 日 

                  長門市長 江 原 達 也 

 

長門市条例第８号 

長門市税条例等の一部を改正する条例  

（長門市税条例の一部改正）  

第１条 長門市税条例（平成 17 年長門市条例第 59 号）の一部を次のように改正

する。 

改正後 現行  

 

本則  

 

本則  

第 1 章 総則 第 1 章 総則 

第 2 節 賦課徴収 第 2 節 賦課徴収 

(納税証明書の交付手数料) 

第 18 条の 4 法第 20 条の 10 の納税

証明書の交付(法第 382 条の 4 に規

定する当該証明書に住所に代わる事

項の記載をしたものの交付を含む。 )

を請求する者は、手数料を納付しな

ければならない。  

(納税証明書の交付手数料) 

第 18 条の 4 法第 20 条の 10 の納税

証明書の交付(法第 382 条の 4 に規

定する当該証明書に住所に代わる事

項の記載をしたものの交付を含む。 )

を請求する者は、手数料を納付しな

ければならない。  

2 (略) 2 (略) 

第 2 章 普通税 第 2 章 普通税 

第 1 節 市民税 第 1 節 市民税 

(所得割の課税標準) 

第 33 条 (略) 

(所得割の課税標準) 

第 33 条 (略) 

2・3 (略) 2・3 (略) 

4 前項の規定は、前年分の所得税に

係る第 36 条の 3 第 1 項に規定する

確定申告書に特定配当等に係る所得

の明細に関する事項その他施行規則

に定める事項の記載があるときは、

当該特定配当等に係る所得の金額に

ついては、適用しない。  

4 前項の規定は、特定配当等に係る

所得が生じた年の翌年の 4 月 1 日の

属する年度分の特定配当等申告書

（市民税の納税通知書が送達される

時までに提出された次に掲げる申告

書をいう。以下この項において同

じ。)に特定配当等に係る所得の明細

に関する事項その他施行規則に定め

る事項の記載があるとき (特定配当等

申告書にその記載がないことについ

てやむを得ない理由があると市長が

認めるときを含む。)は、当該特定配

当等に係る所得の金額については、

適用しない。ただし、第 1 号に掲げ



る申告書及び第 2 号に掲げる申告書

がいずれも提出された場合における

これらの申告書に記載された事項そ

の他の事情を勘案して、この項の規

定を適用しないことが適当であると

市長が認めるときは、この限りでな

い。  

(1) 第 36 条の 2 第 1 項の規定によ

る申告書 

(2) 第 36 条の 3 第 1 項に規定する

確定申告書（同項の規定により前

号に掲げる申告書が提出されたも

のとみなされる場合における当該

確定申告書に限る。）  

5 (略) 5 (略) 

6 前項の規定は、前年分の所得税に

係る第 36 条の 3 第 1 項に規定する

確定申告書に特定株式等譲渡所得金

額に係る所得の明細に関する事項そ

の他施行規則に定める事項の記載が

あるときは、当該特定株式等譲渡所

得金額に係る所得の金額について

は、適用しない。  

6 前項の規定は、特定株式等譲渡所

得金額に係る所得が生じた年の翌年

の 4 月 1 日の属する年度分の特定株

式等譲渡所得金額申告書（市民税の

納税通知書が送達される時までに提

出された次に掲げる申告書をいう。

以下この項において同じ。 )に特定株

式等譲渡所得金額に係る所得の明細

に関する事項その他施行規則に定め

る事項の記載があるとき (特定株式等

譲渡所得金額申告書にその記載がな

いことについてやむを得ない理由が

あると市長が認めるときを含む。 )

は、当該特定株式等譲渡所得金額に

係る所得の金額については、適用し

ない。ただし、第 1 号に掲げる申告

書及び第 2 号に掲げる申告書がいず

れも提出された場合におけるこれら

の申告書に記載された事項その他の

事情を勘案して、この項の規定を適

用しないことが適当であると市長が

認めるときは、この限りでない。  

(1) 第 36 条の 2 第 1 項の規定によ

る申告書 

(2) 第 36 条の 3 第 1 項に規定する

確定申告書（同項の規定により前

号に掲げる申告書が提出されたも

のとみなされる場合における当該

確定申告書に限る。）  

(寄附金税額控除) 

第 34 条の 7 所得割の納税義務者

が、前年中に法第 314 条の 7 第 1 項

第 1 号及び第 2 号に掲げる寄附金又

(寄附金税額控除) 

第 34 条の 7 所得割の納税義務者

が、前年中に法第 314 条の 7 第 1 項

第 1 号及び第 2 号に掲げる寄附金又



は次に掲げる寄附金若しくは金銭を

支出した場合には、同項に規定する

ところにより控除すべき額（当該納

税義務者が前年中に同条第 2 項に規

定する特例控除対象寄附金を支出し

た場合にあっては、当該控除すべき

金額に特例控除額を加算した金額。

以下この項において「控除額」とい

う。）をその者の第 34 条の 3 及び

前条の規定を適用した場合の所得割

の額から控除するものとする。この

場合において、当該控除額が当該所

得割の額を超えるときは、当該控除

額は、当該所得割の額に相当する金

額とする。 

は次に掲げる寄附金若しくは金銭を

支出した場合には、同項に規定する

ところにより控除すべき額（当該納

税義務者が前年中に同条第 2 項に規

定する特例控除対象寄附金を支出し

た場合にあっては、当該控除すべき

金額に特例控除額を加算した金額。

以下この項において「控除額」とい

う。）をその者の第 34 条の 3 及び

前条の規定を適用した場合の所得割

の額から控除するものとする。この

場合において、当該控除額が当該所

得割の額を超えるときは、当該控除

額は、当該所得割の額に相当する金

額とする。 

(1) 次に掲げる寄附金又は金銭のう

ち、別表第 1 に掲げるもの  

(1) 次に掲げる寄附金又は金銭のう

ち、別表第 1 に掲げるもの  

ア～エ (略) ア～エ (略) 

オ 所得税法施行令第 217 条第 3

号に規定する公益社団法人及び

公益財団法人（所得税法施行令

の一部を改正する政令（平成 20

年政令第 155 号）附則第 13 条

第 2 項の規定によりなおその効

力を有するものとされる改正前

の所得税法施行令第 217 条第 1

項第 2 号及び第 3 号に規定する

民法法人を含む。）に対する寄

附金（出資に関する業務に充て

られることが明らかなものを除

き、当該法人の主たる目的であ

る業務に関連するものに限

る。） 

オ 所得税法施行令第 217 条第 3

号に規定する公益社団法人及び

公益財団法人（所得税法施行令

の一部を改正する政令（平成 20

年政令第 155 号）附則第 13 条

第 2 項の規定によりなおその効

力を有するものとされる改正前

の所得税法施行令第 217 条第 1

項第 2 号及び第 3 号に規定する

民法法人を含む。）に対する寄

附金（出資に関する業務に充て

られることが明らかなものを除

き、当該法人の主たる目的であ

る業務に関連するものに限

る。） 

カ～コ (略) カ～コ (略) 

(2) (略)  (2) (略)  

2 (略) 2 (略) 

(配当割額又は株式等譲渡所得割額の

控除) 

第 34 条の 9 所得割の納税義務者

が、第 33 条第 4 項に規定する確定

申告書に記載した特定配当等に係る

所得の金額の計算の基礎となった特

定配当等の額について法第 2 章第 1

節第 5 款の規定により配当割額を課

された場合又は同条第 6 項に規定す

る確定申告書に記載した特定株式等

譲渡所得金額に係る所得の金額の計

(配当割額又は株式等譲渡所得割額の

控除) 

第 34 条の 9 所得割の納税義務者

が、第 33 条第 4 項に規定する特定

配当等申告書に記載した特定配当等

に係る所得の金額の計算の基礎とな

った特定配当等の額について法第 2

章第 1 節第 5 款の規定により配当割

額を課された場合又は同条第 6 項に

規定する特定株式等譲渡所得金額申

告書に記載した特定株式等譲渡所得



算の基礎となった特定株式等譲渡所

得金額について同節第 6 款の規定に

より株式等譲渡所得割額を課された

場合には、当該配当割額又は当該株

式等譲渡所得割額に 5 分の 3 を乗じ

て得た金額を、第 34 条の 3 及び前

3 条の規定を適用した場合の所得割

の額から控除する。  

金額に係る所得の金額の計算の基礎

となった特定株式等譲渡所得金額に

ついて同節第 6 款の規定により株式

等譲渡所得割額を課された場合に

は、当該配当割額又は当該株式等譲

渡所得割額に 5 分の 3 を乗じて得た

金額を、第 34 条の 3 及び前 3 条の

規定を適用した場合の所得割の額か

ら控除する。 

2 前項の規定により控除されるべき

額で同項の所得割の額から控除する

ことができなかった金額があるとき

は、当該控除することができなかっ

た金額は、令第 48 条の 9 の 3 から

第 48 条の 9 の 6 までに定めるとこ

ろにより、同項の納税義務者に対し

その控除することができなかった金

額を還付し、又は当該納税義務者の

同項の確定申告書に係る年の末日の

属する年度の翌年度分の個人の県民

税若しくは市民税に充当し、若しく

は当該納税義務者の未納に係る徴収

金に充当する。  

2 前項の規定により控除されるべき

額で同項の所得割の額から控除する

ことができなかった金額があるとき

は、当該控除することができなかっ

た金額は、令第 48 条の 9 の 3 から

第 48 条の 9 の 6 までに定めるとこ

ろにより、同項の納税義務者に対し

その控除することができなかった金

額を還付し、又は当該納税義務者の

同項の申告書に係る年度分の個人の

県民税若しくは市民税に充当し、若

しくは当該納税義務者の未納に係る

徴収金に充当する。  

3 (略) 3 (略) 

(市民税の申告) 

第 36 条の 2 第 23 条第 1 項第 1 号に

掲げる者は、3 月 15 日までに、施行

規則第 5 号の 4 様式(別表)による申

告書を市長に提出しなければならな

い。ただし、法第 317 条の 6 第 1 項

又は第 4 項の規定により給与支払報

告書又は公的年金等支払報告書を提

出する義務がある者から 1 月 1 日現

在において給与又は公的年金等の支

払を受けている者で前年中において

給与所得以外の所得又は公的年金等

に係る所得以外の所得を有しなかっ

たもの(公的年金等に係る所得以外の

所得を有しなかった者で社会保険料

控除額(令第 48 条の 9 の 7 に規定す

るものを除く。)、小規模企業共済等

掛金控除額、生命保険料控除額、地

震保険料控除額、勤労学生控除額、

配偶者特別控除額（所得割の納税義

務者(前年の合計所得金額が 900 万

円以下であるものに限る。 )の法第 3

14 条の 2 第 1 項第 10 号の 2 に規定

する自己と生計を一にする配偶者 (前

(市民税の申告) 

第 36 条の 2 第 23 条第 1 項第 1 号に

掲げる者は、3 月 15 日までに、施行

規則第 5 号の 4 様式(別表)による申

告書を市長に提出しなければならな

い。ただし、法第 317 条の 6 第 1 項

又は第 4 項の規定により給与支払報

告書又は公的年金等支払報告書を提

出する義務がある者から 1 月 1 日現

在において給与又は公的年金等の支

払を受けている者で前年中において

給与所得以外の所得又は公的年金等

に係る所得以外の所得を有しなかっ

たもの(公的年金等に係る所得以外の

所得を有しなかった者で社会保険料

控除額(令第 48 条の 9 の 7 に規定す

るものを除く。)、小規模企業共済等

掛金控除額、生命保険料控除額、地

震保険料控除額、勤労学生控除額、

配偶者特別控除額（所得税法第 2 条

第 1 項第 33 号の 4 に規定する源泉

控除対象配偶者に係るものを除

く。）若しくは法第 314 条の 2 第 4

項に規定する扶養控除額の控除又は



年の合計所得金額が 95 万円以下で

あるものに限る。)で控除対象配偶者

に該当しないものに係るものを除

く。）若しくは法第 314 条の 2 第 4

項に規定する扶養控除額の控除又は

これらと併せて雑損控除額若しくは

医療費控除額の控除、法第 313 条第

8 項に規定する純損失の金額の控

除、同条第 9 項に規定する純損失若

しくは雑損失の金額の控除若しくは

第 34 条の 7 第 1 項（同項第 2 号に

掲げる寄附金（特定非営利活動促進

法第 2 条第 3 項に規定する認定特定

非営利活動法人及び同条第 4 項に規

定する特例認定特定非営利活動法人

に対するものを除く。第 6 項におい

て同じ。）に係る部分を除く。）及

び第 2 項の規定により控除すべき金

額（以下この条において「寄附金税

額控除額」という。）の控除を受け

ようとするものを除く。以下この条

において「給与所得等以外の所得を

有しなかった者」という。 )及び第 2

4 条第 2 項に規定する者(施行規則第

2 条の 2 第 1 項の表の上欄の(二)に

掲げる者を除く。)については、この

限りでない。 

これらと併せて雑損控除額若しくは

医療費控除額の控除、法第 313 条第

8 項に規定する純損失の金額の控

除、同条第 9 項に規定する純損失若

しくは雑損失の金額の控除若しくは

第 34 条の 7 第 1 項（同項第 2 号に

掲げる寄附金（特定非営利活動促進

法第 2 条第 3 項に規定する認定特定

非営利活動法人及び同条第 4 項に規

定する特例認定特定非営利活動法人

に対するものを除く。第 6 項におい

て同じ。）に係る部分を除く。）及

び第 2 項の規定により控除すべき金

額（以下この条において「寄附金税

額控除額」という。）の控除を受け

ようとするものを除く。以下この条

において「給与所得等以外の所得を

有しなかった者」という。 )及び第 2

4 条第 2 項に規定する者(施行規則第

2 条の 2 第 1 項の表の上欄の(二)に

掲げる者を除く。)については、この

限りでない。 

2 前項の規定により申告書を市長に

提出すべき者のうち、前年の合計所

得金額が基礎控除額、配偶者控除額

及び扶養控除額の合計額以下である

者(施行規則第 2 条の 2 第 1 項の表

の上欄に掲げる者を除く。 )が提出す

べき申告書の様式は、施行規則第 2

条第 3 項ただし書の規定により、市

長の定める様式による。  

2 前項の規定により申告書を市長に

提出すべき者のうち、前年の合計所

得金額が基礎控除額、配偶者控除額

及び扶養控除額の合計額以下である

者(施行規則第 2 条の 2 第 1 項の表

の上欄に掲げる者を除く。 )が提出す

べき申告書の様式は、施行規則第 2

条第 4 項ただし書の規定により、市

長の定める様式による。  

3～10 (略) 3～10 (略) 

(個人の市民税に係る給与所得者の扶

養親族等申告書) 

第 36 条の 3 の 2 所得税法第 194 条

第 1 項の規定により同項に規定する

申告書を提出しなければならない者

（以下この条において「給与所得

者」という。）で市内に住所を有す

るものは、当該申告書の提出の際に

経由すべき同項に規定する給与等の

支払者（以下この条において「給与

支払者」という。）から毎年最初に

(個人の市民税に係る給与所得者の扶

養親族申告書) 

第 36 条の 3 の 2 所得税法第 194 条

第 1 項の規定により同項に規定する

申告書を提出しなければならない者

（以下この条において「給与所得

者」という。）で市内に住所を有す

るものは、当該申告書の提出の際に

経由すべき同項に規定する給与等の

支払者（以下この条において「給与

支払者」という。）から毎年最初に



給与の支払を受ける日の前日まで

に、施行規則で定めるところによ

り、次に掲げる事項を記載した申告

書を、当該給与支払者を経由して、

市長に提出しなければならない。  

給与の支払を受ける日の前日まで

に、施行規則で定めるところによ

り、次に掲げる事項を記載した申告

書を、当該給与支払者を経由して、

市長に提出しなければならない。  

(1) (略)  (1) (略)  

(2) 所得割の納税義務者(合計所得

金額が 1,000 万円以下であるもの

に限る。)の自己と生計を一にする

配偶者(法第 313 条第 3 項に規定

する青色事業専従者に該当するも

ので同項に規定する給与の支払を

受けるもの及び同条第 4 項に規定

する事業専従者に該当するものを

除き、合計所得金額が 133 万円以

下であるものに限る。次条第 1 項

において同じ。)の氏名 

(新設) 

(3) (略)  (2) (略)  

(4) (略)  (3) (略)  

2～5 (略) 2～5 (略) 

(個人の市民税に係る公的年金等受給

者の扶養親族等申告書) 

第 36 条の 3 の 3 所得税法第 203 条

の 6 第 1 項の規定により同項に規定

する申告書を提出しなければならな

い者又は法の施行地において同項に

規定する公的年金等 (所得税法第 203

条の 7 の規定の適用を受けるものを

除く。以下この項において「公的年

金等」という。)の支払を受ける者で

あって、特定配偶者(所得割の納税義

務者(合計所得金額が 900 万円以下

であるものに限る。 )の自己と生計を

一にする配偶者(退職手当等(第 53 条

の 2 に規定する退職手当等に限る。

以下この項において同じ。 )に係る所

得を有する者であって、合計所得金

額が 95 万円以下であるものに限

る。)をいう。第 2 号において同

じ。)又は扶養親族(控除対象扶養親

族であって退職手当等に係る所得を

有しない者を除く。)を有する者（以

下この条において「公的年金等受給

者」という。）で市内に住所を有す

るものは、当該申告書の提出の際に

経由すべき所得税法第 203 条の 6 第

1 項に規定する公的年金等の支払者

(個人の市民税に係る公的年金等受給

者の扶養親族申告書) 

第 36 条の 3 の 3 所得税法第 203 条

の 6 第 1 項の規定により同項に規定

する申告書を提出しなければならな

い者又は法の施行地において同項に

規定する公的年金等(所得税法第 203

条の 7 の規定の適用を受けるものを

除く。以下この項において「公的年

金等」という。)の支払を受ける者で

あって、特定配偶者(所得割の納税義

務者(合計所得金額が 900 万円以下

であるものに限る。)の自己と生計を

一にする配偶者(退職手当等(第 53 条

の 2 に規定する退職手当等に限る。

以下この項において同じ。 )に係る所

得を有する者であって、合計所得金

額が 95 万円以下であるものに限

る。)をいう。第 2 号において同

じ。)又は扶養親族(控除対象扶養親

族であって退職手当等に係る所得を

有しない者を除く。)を有する者（以

下この条において「公的年金等受給

者」という。）で市内に住所を有す

るものは、当該申告書の提出の際に

経由すべき所得税法第 203 条の 6 第

1 項に規定する公的年金等の支払者



（以下この条において「公的年金等

支払者」という。）から毎年最初に

公的年金等の支払を受ける日の前日

までに、施行規則で定めるところに

より、次に掲げる事項を記載した申

告書を、当該公的年金等支払者を経

由して、市長に提出しなければなら

ない。 

（以下この条において「公的年金等

支払者」という。）から毎年最初に

公的年金等の支払を受ける日の前日

までに、施行規則で定めるところに

より、次に掲げる事項を記載した申

告書を、当該公的年金等支払者を経

由して、市長に提出しなければなら

ない。 

(1) (略)  (1) (略)  

(2) 特定配偶者の氏名 (新設) 

(3) (略)  (2) (略)  

(4) (略)  (3) (略)  

2～5 (略) 2～5 (略) 

(法人の市民税の申告納付) 

第 48 条 (略) 

(法人の市民税の申告納付) 

第 48 条 (略) 

2～8 (略) 2～8 (略) 

9 法第 321 条の 8 第 62 項に規定す

る特定法人である内国法人は、第 1

項の規定により、納税申告書により

行うこととされている法人の市民税

の申告については、同項の規定にか

かわらず、同条第 62 項及び施行規

則で定めるところにより、納税申告

書に記載すべきものとされている事

項（次項及び第 11 項において「申

告書記載事項」という。）を、法第

762 条第 1 号に規定する地方税関係

手続用電子情報処理組織を使用し、

かつ、地方税共同機構（第 11 項に

おいて「機構」という。）を経由し

て行う方法により市長に提供するこ

とにより、行わなければならない。  

9 法第 321 条の 8 第 60 項に規定す

る特定法人である内国法人は、第 1

項の規定により、納税申告書により

行うこととされている法人の市民税

の申告については、同項の規定にか

かわらず、同条第 60 項及び施行規

則で定めるところにより、納税申告

書に記載すべきものとされている事

項（次項及び第 11 項において「申

告書記載事項」という。）を、法第

762 条第 1 号に規定する地方税関係

手続用電子情報処理組織を使用し、

かつ、地方税共同機構（第 11 項に

おいて「機構」という。）を経由し

て行う方法により市長に提供するこ

とにより、行わなければならない。  

10～14 (略) 10～14 (略) 

15 第 12 項前段の規定の適用を受け

ている内国法人につき、法第 321 条

の 8 第 71 項の処分又は前項の届出

書の提出があったときは、これらの

処分又は届出書の提出があった日の

翌日以後の第 12 項前段の期間内に

行う第 9 項の申告については、第 1

2 項前段の規定は適用しない。ただ

し、当該内国法人が、同日以後新た

に同項前段の承認を受けたときは、

この限りでない。  

15 第 12 項前段の規定の適用を受け

ている内国法人につき、法第 321 条

の 8 第 69 項の処分又は前項の届出

書の提出があったときは、これらの

処分又は届出書の提出があった日の

翌日以後の第 12 項前段の期間内に

行う第 9 項の申告については、第 1

2 項前段の規定は適用しない。ただ

し、当該内国法人が、同日以後新た

に同項前段の承認を受けたときは、

この限りでない。  

16 (略) 16 (略) 

(特別徴収税額の納入の義務等) (特別徴収税額の納入の義務等) 



第 53 条の 7 前条の特別徴収義務者

は、退職手当等の支払をする際、そ

の退職手当等について分離課税に係

る所得割を徴収し、その徴収の日の

属する月の翌月の 10 日までに、施

行規則第 5 号の 8 様式又は施行規則

第 2 条第 3 項ただし書の規定により

総務大臣が定めた様式による納入申

告書を市長に提出し、及びその納入

金を市に納入しなければならない。  

第 53 条の 7 前条の特別徴収義務者

は、退職手当等の支払をする際、そ

の退職手当等について分離課税に係

る所得割を徴収し、その徴収の日の

属する月の翌月の 10 日までに、施

行規則第 5 号の 8 様式又は施行規則

第 2 条第 4 項ただし書の規定により

総務大臣が定めた様式による納入申

告書を市長に提出し、及びその納入

金を市に納入しなければならない。  

第 2 節 固定資産税 第 2 節 固定資産税  

(法第 349 条の 3 第 27 項等の条例で

定める割合) 

第 61 条の 2 法第 349 条の 3 第 27

項に規定する市の条例で定める割合

は 2 分の 1 とする。 

(法第 349 条の 3 第 27 項等の条例で

定める割合) 

第 61 条の 2 法第 349 条の 3 第 27

項に規定する市町村の条例で定める

割合は 2 分の 1 とする。  

2 法第 349 条の 3 第 28 項に規定す

る市の条例で定める割合は 2 分の 1

とする。 

2 法第 349 条の 3 第 28 項に規定す

る市町村の条例で定める割合は 2 分

の 1 とする。 

3 法第 349 条の 3 第 29 項に規定す

る市の条例で定める割合は 2 分の 1

とする。 

3 法第 349 条の 3 第 29 項に規定す

る市町村の条例で定める割合は 2 分

の 1 とする。 

(固定資産課税台帳の閲覧の手数料) 

第 73 条の 2 法第 382 条の 2 に規定

する固定資産課税台帳 (同条第 1 項た

だし書の規定による措置を講じたも

のを含む。)の閲覧(法第 382 条の 4

に規定する固定資産課税台帳に住所

に代わる事項の記載をしたものの閲

覧を含む。)の手数料は、長門市証明

等手数料条例(平成 17 年長門市条例

第 62 号)で定めるところによる。た

だし、法第 416 条第 3 項又は第 419

条第 8 項の規定により公示した期間

において納税義務者の閲覧に供する

場合にあっては、手数料を徴しな

い。  

(固定資産課税台帳の閲覧の手数料) 

第 73 条の 2 法第 382 条の 2 に規定

する固定資産課税台帳 (同条第 1 項た

だし書の規定による措置を講じたも

のを含む。)の閲覧の手数料は、長門

市証明等手数料条例(平成 17 年長門

市条例第 62 号)で定めるところによ

る。ただし、法第 416 条第 3 項又は

第 419 条第 8 項の規定により公示し

た期間において納税義務者の閲覧に

供する場合にあっては、手数料を徴

しない。 

(固定資産課税台帳に記載されている

事項の証明書の交付手数料 ) 

第 73 条の 3 法第 382 条の 3 に規定

する固定資産課税台帳に記載されて

いる事項の証明書(同条ただし書の規

定による措置を講じたものを含む。 )

の交付(法第 382 条の 4 に規定する

当該証明書に住所に代わる事項の記

載をしたものの交付を含む。 )の手数

料は、長門市証明等手数料条例で定

(固定資産課税台帳に記載されている

事項の証明書の交付手数料 ) 

第 73 条の 3 法第 382 条の 3 に規定

する固定資産課税台帳に記載されて

いる事項の証明書(同条ただし書の規

定による措置を講じたものを含む。 )

の交付(法第 382 条の 4 に規定する

当該証明書に住所に代わる事項の記

載をしたものの交付を含む。 )の手数

料は、長門市証明等手数料条例で定



めるところによる。  めるところによる。  

附 則 附 則 

第 7 条の 3 の 2 平成 22 年度から令

和 20 年度までの各年度分の個人の

市民税に限り、所得割の納税義務者

が前年分の所得税につき租税特別措

置法第 41 条又は第 41 条の 2 の 2 の

規定の適用を受けた場合（居住年が

平成 11 年から平成 18 年まで又は平

成 21 年から令和 7 年までの各年で

ある場合に限る。）において、前条

第 1 項の規定の適用を受けないとき

は、法附則第 5 条の 4 の 2 第 5 項

(同条第 7 項の規定により読み替えて

適用される場合を含む。）に規定す

るところにより控除すべき額を、当

該納税義務者の第 34 条の 3 及び第

34 条の 6 の規定を適用した場合の所

得割の額から控除する。  

第 7 条の 3 の 2 平成 22 年度から令

和 15 年度までの各年度分の個人の

市民税に限り、所得割の納税義務者

が前年分の所得税につき租税特別措

置法第 41 条又は第 41 条の 2 の 2 の

規定の適用を受けた場合（居住年が

平成 11 年から平成 18 年まで又は平

成 21 年から令和 3 年までの各年で

ある場合に限る。）において、前条

第 1 項の規定の適用を受けないとき

は、法附則第 5 条の 4 の 2 第 5 項

(同条第 7 項の規定により読み替えて

適用される場合を含む。）に規定す

るところにより控除すべき額を、当

該納税義務者の第 34 条の 3 及び第

34 条の 6 の規定を適用した場合の所

得割の額から控除する。  

2 (略) 2 (略) 

(法附則第 15 条第 2 項第 1 号等の条

例で定める割合) 

第 10 条の 2 法附則第 15 条第 2 項第

1 号に規定する市の条例で定める割

合は 2 分の 1 とする。 

(法附則第 15 条第 2 項第 1 号等の条

例で定める割合) 

第 10 条の 2 法附則第 15 条第 2 項第

1 号に規定する市町村の条例で定め

る割合は 3 分の 1 とする。  

2 法附則第 15 条第 2 項第 5 号に規定

する市の条例で定める割合は 5 分の

4 とする。 

2 法附則第 15 条第 2 項第 5 号に規定

する市町村の条例で定める割合は 4

分の 3 とする。 

3 法附則第 15 条第 15 項に規定する

市の条例で定める割合は 5 分の 3

（都市再生特別措置法（平成 14 年

法律第 22 号）第 2 条第 5 項に規定

する特定都市再生緊急整備地域にお

ける法附則第 15 条第 15 項に規定す

る市の条例で定める割合は 2 分の

1）とする。 

3 法附則第 15 条第 16 項に規定する

市町村の条例で定める割合は 5 分の

3（都市再生特別措置法（平成 14 年

法律第 22 号）第 2 条第 5 項に規定

する特定都市再生緊急整備地域にお

ける法附則第 15 条第 16 項に規定す

る市町村の条例で定める割合は 2 分

の 1）とする。 

4 法附則第 15 条第 22 項に規定する

市の条例で定める割合は 2 分の 1 と

する。 

4 法附則第 15 条第 23 項に規定する

市町村の条例で定める割合は 2 分の

1 とする。 

5 法附則第 15 条第 23 項第 1 号に規

定する市の条例で定める割合は 3 分

の 2 とする。 

5 法附則第 15 条第 24 項第 1 号に規

定する市町村の条例で定める割合は

3 分の 2 とする。 

6 法附則第 15 条第 23 項第 2 号に規

定する市の条例で定める割合は 2 分

の 1 とする。 

6 法附則第 15 条第 24 項第 2 号に規

定する市町村の条例で定める割合は

2 分の 1 とする。 

7 法附則第 15 条第 23 項第 3 号に規 7 法附則第 15 条第 24 項第 3 号に規



定する市の条例で定める割合は 2 分

の 1 とする。 

定する市町村の条例で定める割合は

2 分の 1 とする。 

8 法附則第 15 条第 24 項第 1 号に規

定する市の条例で定める割合は 3 分

の 2 とする。 

8 法附則第 15 条第 25 項第 1 号に規

定する市町村の条例で定める割合は

3 分の 2 とする。 

9 法附則第 15 条第 24 項第 2 号に規

定する市の条例で定める割合は 2 分

の 1 とする。 

9 法附則第 15 条第 25 項第 2 号に規

定する市町村の条例で定める割合は

2 分の 1 とする。 

10 法附則第 15 条第 26 項第 1 号イ

に規定する設備について同号に規定

する市の条例で定める割合は 3 分の

2 とする。 

10 法附則第 15 条第 27 項第 1 号イ

に規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は 3

分の 2 とする。 

11 法附則第 15 条第 26 項第 1 号ロ

に規定する設備について同号に規定

する市の条例で定める割合は 3 分の

2 とする。 

11 法附則第 15 条第 27 項第 1 号ロ

に規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は 3

分の 2 とする。 

12 法附則第 15 条第 26 項第 1 号ハ

に規定する設備について同号に規定

する市の条例で定める割合は 3 分の

2 とする。 

12 法附則第 15 条第 27 項第 1 号ハ

に規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は 3

分の 2 とする。 

13 法附則第 15 条第 26 項第 1 号ニ

に規定する設備について同号に規定

する市の条例で定める割合は 3 分の

2 とする。 

13 法附則第 15 条第 27 項第 1 号ニ

に規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は 3

分の 2 とする。 

14 法附則第 15 条第 26 項第 2 号イ

に規定する設備について同号に規定

する市の条例で定める割合は 4 分の

3 とする。 

14 法附則第 15 条第 27 項第 2 号イ

に規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は 4

分の 3 とする。 

15 法附則第 15 条第 26 項第 2 号ロ

に規定する設備について同号に規定

する市の条例で定める割合は 4 分の

3 とする。 

15 法附則第 15 条第 27 項第 2 号ロ

に規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は 4

分の 3 とする。 

16 法附則第 15 条第 26 項第 2 号ハ

に規定する設備について同号に規定

する市の条例で定める割合は 4 分の

3 とする。 

16 法附則第 15 条第 27 項第 2 号ハ

に規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は 4

分の 3 とする。 

17 法附則第 15 条第 26 項第 3 号イ

に規定する設備について同号に規定

する市の条例で定める割合は 2 分の

1 とする。 

17 法附則第 15 条第 27 項第 3 号イ

に規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は 2

分の 1 とする。 

18 法附則第 15 条第 26 項第 3 号ロ

に規定する設備について同号に規定

する市の条例で定める割合は 2 分の

1 とする。 

18 法附則第 15 条第 27 項第 3 号ロ

に規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は 2

分の 1 とする。 

19 法附則第 15 条第 26 項第 3 号ハ

に規定する設備について同号に規定

19 法附則第 15 条第 27 項第 3 号ハ

に規定する設備について同号に規定



する市の条例で定める割合は 2 分の

1 とする。 

する市町村の条例で定める割合は 2

分の 1 とする。 

20 法附則第 15 条第 29 項に規定す

る市の条例で定める割合は 3 分の 2

とする。 

20 法附則第 15 条第 30 項に規定す

る市町村の条例で定める割合は 3 分

の 2 とする。 

21 法附則第 15 条第 33 項に規定す

る市の条例で定める割合は 2 分の 1

とする。 

21 法附則第 15 条第 34 項に規定す

る市町村の条例で定める割合は 2 分

の 1 とする。 

22 法附則第 15 条第 34 項に規定す

る市の条例で定める割合は 3 分の 2

とする。 

22 法附則第 15 条第 35 項に規定す

る市町村の条例で定める割合は 3 分

の 2 とする。 

23 法附則第 15 条第 39 項に規定す

る市の条例で定める割合は 3 分の 2

とする。 

23 法附則第 15 条第 42 項に規定す

る市町村の条例で定める割合は 3 分

の 2 とする。 

24 法附則第 15 条第 43 項に規定す

る市の条例で定める割合は 3 分の 1

とする。 

24 法附則第 15 条第 46 項に規定す

る市町村の条例で定める割合は 3 分

の 1 とする。 

25 法附則第 15 条第 44 項に規定す

る市の条例で定める割合は 4 分の 3

とする。 

(新設) 

26 法附則第 15 条の 8 第 2 項に規定

する市の条例で定める割合は 3 分の

2 とする。 

25 法附則第 15 条の 8 第 2 項に規定

する市町村の条例で定める割合は 3

分の 2 とする。 

27 法附則第 64 条に規定する市の条

例で定める割合は 0 とする。 

26 法附則第 64 条に規定する市町村

の条例で定める割合は 0 とする。 

(新築住宅等に対する固定資産税の減

額の規定の適用を受けようとする者

がすべき申告) 

第 10 条の 3 (略) 

(新築住宅等に対する固定資産税の減

額の規定の適用を受けようとする者

がすべき申告) 

第 10 条の 3 (略) 

2～8 (略) 2～8 (略) 

9 法附則第 15 条の 9 第 9 項の熱損失

防止改修等住宅又は同条第 10 項の

熱損失防止改修等専有部分につい

て、これらの規定の適用を受けよう

とする者は、同条第 9 項に規定する

熱損失防止改修工事等が完了した日

から 3 月以内に、次に掲げる事項を

記載した申告書に施行規則附則第 7

条第 9 項各号に掲げる書類を添付し

て市長に提出しなければならない。  

9 法附則第 15 条の 9 第 9 項の熱損失

防止改修住宅又は同条第 10 項の熱

損失防止改修専有部分について、こ

れらの規定の適用を受けようとする

者は、同条第 9 項に規定する熱損失

防止改修工事が完了した日から 3 月

以内に、次に掲げる事項を記載した

申告書に施行規則附則第 7 条第 9 項

各号に掲げる書類を添付して市長に

提出しなければならない。  

(1)～(3) (略 )  (1)～(3) (略 )  

(4) 熱損失防止改修工事等が完了し

た年月日 

(4) 熱損失防止改修工事が完了した

年月日 

(5) 熱損失防止改修工事等に要した

費用及び令附則第 12 条第 31 項に

規定する補助金等  

(5) 熱損失防止改修工事に要した費

用及び令附則第 12 条第 31 項に規

定する補助金等  



(6) 熱損失防止改修工事等が完了し

た日から 3 月を経過した後に申告

書を提出する場合には、3 月以内

に提出することができなかった理

由  

(6) 熱損失防止改修工事が完了した

日から 3 月を経過した後に申告書

を提出する場合には、3 月以内に

提出することができなかった理由  

10 (略) 10 (略) 

11 法附則第 15 条の 9 の 2 第 4 項に

規定する特定熱損失防止改修等住宅

又は同条第 5 項に規定する特定熱損

失防止改修等住宅専有部分につい

て、これらの規定の適用を受けよう

とする者は、法附則第 15 条の 9 第

9 項に規定する熱損失防止改修工事

等が完了した日から 3 月以内に、次

に掲げる事項を記載した申告書に施

行規則附則第 7 条第 11 項各号に掲

げる書類を添付して市長に提出しな

ければならない。  

11 法附則第 15 条の 9 の 2 第 4 項に

規定する特定熱損失防止改修住宅又

は同条第 5 項に規定する特定熱損失

防止改修住宅専有部分について、こ

れらの規定の適用を受けようとする

者は、法附則第 15 条の 9 第 9 項に

規定する熱損失防止改修工事が完了

した日から 3 月以内に、次に掲げる

事項を記載した申告書に施行規則附

則第 7 条第 11 項各号に掲げる書類

を添付して市長に提出しなければな

らない。 

(1)～(3) (略 )  (1)～(3) (略 )  

(4) 熱損失防止改修工事等が完了し

た年月日 

(4) 熱損失防止改修工事が完了した

年月日 

(5) 熱損失防止改修工事等に要した

費用及び令附則第 12 条第 31 項に

規定する補助金等  

(5) 熱損失防止改修工事に要した費

用及び令附則第 12 条第 31 項に規

定する補助金等  

(6) 熱損失防止改修工事等が完了し

た日から 3 月を経過した後に申告

書を提出する場合には、3 月以内

に提出することができなかった理

由  

(6) 熱損失防止改修工事が完了した

日から 3 月を経過した後に申告書

を提出する場合には、3 月以内に

提出することができなかった理由  

12・13 (略) 12・13 (略) 

(宅地等に対して課する令和 3 年度か

ら令和 5 年度までの各年度分の固定

資産税の特例) 

第 12 条 宅地等に係る令和 3 年度か

ら令和 5 年度までの各年度分の固定

資産税の額は、当該宅地等に係る当

該年度分の固定資産税額が、当該宅

地等の当該年度分の固定資産税に係

る前年度分の固定資産税の課税標準

額に、当該宅地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき

価格(当該宅地等が当該年度分の固定

資産税について法第 349 条の 3 の 2

の規定の適用を受ける宅地等である

ときは、当該価格に同条に定める率

を乗じて得た額。以下この条におい

て同じ。)に 100 分の 5(商業地等に

(宅地等に対して課する令和 3 年度か

ら令和 5 年度までの各年度分の固定

資産税の特例) 

第 12 条 宅地等に係る令和 3 年度か

ら令和 5 年度までの各年度分の固定

資産税の額は、当該宅地等に係る当

該年度分の固定資産税額が、当該宅

地等の当該年度分の固定資産税に係

る前年度分の固定資産税の課税標準

額に、当該宅地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき

価格(当該宅地等が当該年度分の固定

資産税について法第 349 条の 3 の 2

の規定の適用を受ける宅地等である

ときは、当該価格に同条に定める率

を乗じて得た額。以下この条におい

て同じ。)に 100 分の 5(商業地等に



係る令和 4 年度分の固定資産税にあ

っては、100 分の 2.5)を乗じて得た

額を加算した額（令和 3 年度分の固

定資産税にあっては、前年度分の固

定資産税の課税標準額） (当該宅地等

が当該年度分の固定資産税について

法第 349 条の 3 又は附則第 15 条か

ら第 15 条の 3 までの規定の適用を

受ける宅地等であるときは、当該額

にこれらの規定に定める率を乗じて

得た額)を当該宅地等に係る当該年度

分の固定資産税の課税標準となるべ

き額とした場合における固定資産税

額(以下「宅地等調整固定資産税額」

という。)を超える場合には、当該宅

地等調整固定資産税額とする。  

係る令和 4 年度分の固定資産税にあ

っては、100 分の 2.5)を乗じて得た

額を加算した額（令和 3 年度分の固

定資産税にあっては、前年度分の固

定資産税の課税標準額） (当該宅地等

が当該年度分の固定資産税について

法第 349 条の 3 又は附則第 15 条か

ら第 15 条の 3 までの規定の適用を

受ける宅地等であるときは、当該額

にこれらの規定に定める率を乗じて

得た額)を当該宅地等に係る当該年度

分の固定資産税の課税標準となるべ

き額とした場合における固定資産税

額(以下「宅地等調整固定資産税額」

という。)を超える場合には、当該宅

地等調整固定資産税額とする。  

2～5 (略) 2～5 (略) 

(上場株式等に係る配当所得等に係る

市民税の課税の特例 ) 

第 16 条の 3 (略) 

(上場株式等に係る配当所得等に係る

市民税の課税の特例) 

第 16 条の 3 (略) 

2 前項の規定のうち、租税特別措置

法第 8 条の 4 第 2 項に規定する特定

上場株式等の配当等 (以下この項にお

いて「特定上場株式等の配当等」と

いう。)に係る配当所得に係る部分

は、市民税の所得割の納税義務者が

前年分の所得税について特定上場株

式等の配当等に係る配当所得につき

同条第 1 項の規定の適用を受けた場

合に限り適用する。  

2 前項の規定のうち、租税特別措置

法第 8 条の 4 第 2 項に規定する特定

上場株式等の配当等（以下この項に

おいて「特定上場株式等の配当等」

という。）に係る配当所得に係る部

分は、市民税の所得割の納税義務者

が当該特定上場株式等の配当等の支

払を受けるべき年の翌年の 4 月 1 日

の属する年度分の市民税について特

定上場株式等の配当等に係る配当所

得につき前項の規定の適用を受けよ

うとする旨の記載のある第 33 条第

4 項に規定する特定配当等申告書を

提出した場合（次に掲げる場合を除

く。）に限り適用するものとし、市

民税の所得割の納税義務者が前年中

に支払を受けるべき特定上場株式等

の配当等に係る配当所得について同

条第 1 項及び第 2 項並びに第 34 条

の 3 の規定の適用を受けた場合に

は、当該納税義務者が前年中に支払

を受けるべき他の特定上場株式等の

配当等に係る配当所得について、前

項の規定は、適用しない。  

(1) 第 33 条第 4 項ただし書の規定

の適用がある場合  

(2) 第 33 条第 4 項第 1 号に掲げる

申告書及び同項第 2 号に掲げる申



告書がいずれも提出された場合に

おけるこれらの申告書に記載され

た事項その他の事情を勘案して、

前項の規定を適用しないことが適

当であると市長が認めるとき。 

3 (略) 3 (略) 

(優良住宅地の造成等のために土地等

を譲渡した場合の長期譲渡所得に係

る市民税の課税の特例 ) 

第 17 条の 2 (略) 

(優良住宅地の造成等のために土地等

を譲渡した場合の長期譲渡所得に係

る市民税の課税の特例 ) 

第 17 条の 2 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 第 1 項(前項において準用する場合

を含む。)の場合において、所得割の

納税義務者が、その有する土地等に

つき、租税特別措置法第 33 条から

第 33 条の 4 まで、第 34 条から第 3

5 条の 3 まで、第 36 条の 2、第 36

条の 5、第 37 条、第 37 条の 4 から

第 37 条の 6 まで又は第 37 条の 8 の

規定の適用を受けるときは、当該土

地等の譲渡は、第 1 項に規定する優

良住宅地等のための譲渡又は前項に

規定する確定優良住宅地等予定地の

ための譲渡に該当しないものとみな

す。  

3 第 1 項(前項において準用する場合

を含む。)の場合において、所得割の

納税義務者が、その有する土地等に

つき、租税特別措置法第 33 条から

第 33 条の 4 まで、第 34 条から第 3

5 条の 3 まで、第 36 条の 2、第 36

条の 5、第 37 条、第 37 条の 4 から

第 37 条の 6 まで、第 37 条の 8 又は

第 37 条の 9 の規定の適用を受ける

ときは、当該土地等の譲渡は、第 1

項に規定する優良住宅地等のための

譲渡又は前項に規定する確定優良住

宅地等予定地のための譲渡に該当し

ないものとみなす。  

(特例適用利子等及び特例適用配当等

に係る個人の市民税の課税の特例 ) 

第 20 条の 2 (略) 

(特例適用利子等及び特例適用配当等

に係る個人の市民税の課税の特例 ) 

第 20 条の 2 (略) 

2・3 (略) 2・3 (略) 

4 前項後段の規定は、特例適用配当

等に係る所得が生じた年分の所得税

に係る第 36 条の 3 第 1 項に規定す

る確定申告書に前項後段の規定の適

用を受けようとする旨の記載がある

ときに限り、適用する。  

4 前項後段の規定は、特例適用配当

等に係る所得が生じた年の翌年の 4

月 1 日の属する年度分の特例適用配

当等申告書（市民税の納税通知書が

送達される時までに提出された次に

掲げる申告書をいう。以下この項に

おいて同じ。）に前項後段の規定の

適用を受けようとする旨の記載があ

るとき（特例適用配当等申告書にそ

の記載がないことについてやむを得

ない理由があると市長が認めるとき

を含む。）に限り、適用する。ただ

し、第 1 号に掲げる申告書及び第 2

号に掲げる申告書がいずれも提出さ

れた場合におけるこれらの申告書に

記載された事項その他の事情を勘案

して、同項後段の規定を適用しない

ことが適当であると市長が認めると



きは、この限りでない。  

(1) 第 36 条の 2 第 1 項の規定によ

る申告書 

(2) 第 36 条の 3 第 1 項に規定する

確定申告書（同項の規定により前

号に掲げる申告書が提出されたも

のとみなされる場合における当該

確定申告書に限る。）  

5 (略) 5 (略) 

(条約適用利子等及び条約適用配当等

に係る個人の市民税の課税の特例 ) 

第 20 条の 3 (略) 

(条約適用利子等及び条約適用配当等

に係る個人の市民税の課税の特例 ) 

第 20 条の 3 (略) 

2・3 (略) 2・3 (略) 

4 前項後段の規定は、条約適用配当

等に係る所得が生じた年分の所得税

に係る第 36 条の 3 第 1 項に規定す

る確定申告書に前項後段の規定の適

用を受けようとする旨の記載がある

ときに限り、適用する。  

4 前項後段の規定は、条約適用配当

等に係る所得が生じた年の翌年の 4

月 1 日の属する年度分の条約適用配

当等申告書（市民税の納税通知書が

送達される時までに提出された次に

掲げる申告書をいう。以下この項に

おいて同じ。)に前項後段の規定の適

用を受けようとする旨の記載がある

とき(条約適用配当等申告書にその記

載がないことについてやむを得ない

理由があると市長が認めるときを含

む。)に限り、適用する。ただし、第

1 号に掲げる申告書及び第 2 号に掲

げる申告書がいずれも提出された場

合におけるこれらの申告書に記載さ

れた事項その他の事情を勘案して、

同項後段の規定を適用しないことが

適当であると市長が認めるときは、

この限りでない。  

(1) 第 36 条の 2 第 1 項の規定によ

る申告書 

(2) 第 36 条の 3 第 1 項に規定する

確定申告書（同項の規定により前

号に掲げる申告書が提出されたも

のとみなされる場合における当該

確定申告書に限る。）  

5 (略) 5 (略) 

6 租税条約等実施特例法第 3 条の 2

の 2 第 1 項の規定の適用がある場合

(第 3 項後段の規定の適用がある場合

を除く。)における第 34 条の 9 の規

定の適用については、同条第 1 項中

「又は同条第 6 項」とあるのは「若

しくは附則第 20 条の 3 第 3 項前段

6 租税条約等実施特例法第 3 条の 2

の 2 第 1 項の規定の適用がある場合

(第 3 項後段の規定の適用がある場合

を除く。)における第 34 条の 9 の規

定の適用については、同条第 1 項中

「又は同条第 6 項」とあるのは「若

しくは附則第 20 条の 3 第 3 項前段



に規定する条約適用配当等 (以下「条

約適用配当等」という。 )に係る所得

が生じた年分の所得税に係る同条第

4 項に規定する確定申告書にこの項

の規定の適用を受けようとする旨及

び当該条約適用配当等に係る所得の

明細に関する事項の記載がある場合

(条約適用配当等申告書にこれらの記

載がないことについてやむを得ない

理由があると市長が認めるときを含

む。)であって、当該条約適用配当等

に係る所得の金額の計算の基礎とな

った条約適用配当等の額について租

税条約等の実施に伴う所得税法、法

人税法及び地方税法の特例等に関す

る法律(昭和 44 年法律第 46 号。以

下「租税条約等実施特例法」とい

う。)第 3 条の 2 の 2 第 1 項の規定

及び法第 2 章第 1 節第 5 款の規定に

より配当割額を課されたとき、又は

第 33 条第 6 項」と、同条第 3 項中

「法第 37 条の 4」とあるのは「租

税条約等実施特例法第 3 条の 2 の 2

第 9 項の規定により読み替えて適用

される法第 37 条の 4」とする。 

に規定する条約適用配当等(以下「条

約適用配当等」という。 )に係る所得

が生じた年の翌年の 4 月 1 日の属す

る年度分の同条第 4 項に規定する条

約適用配当等申告書にこの項の規定

の適用を受けようとする旨及び当該

条約適用配当等に係る所得の明細に

関する事項の記載がある場合 (条約適

用配当等申告書にこれらの記載がな

いことについてやむを得ない理由が

あると市長が認めるときを含む。 )で

あって、当該条約適用配当等に係る

所得の金額の計算の基礎となった条

約適用配当等の額について租税条約

等の実施に伴う所得税法、法人税法

及び地方税法の特例等に関する法律

(昭和 44 年法律第 46 号。以下「租

税条約等実施特例法」という。 )第 3

条の 2 の 2 第 1 項の規定及び法第 2

章第 1 節第 5 款の規定により配当割

額を課されたとき、又は第 33 条第

6 項」と、同条第 3 項中「法第 37

条の 4」とあるのは「租税条約等実

施特例法第 3 条の 2 の 2 第 9 項の規

定により読み替えて適用される法第

37 条の 4」とする。 

(新型コロナウイルス感染症等に係る

寄附金税額控除の特例 ) 

第 25 条 所得割の納税義務者が、新

型コロナウイルス感染症等の影響に

対応するための国税関係法律の臨時

特例に関する法律（令和 2 年法律第

25 号。  次条において「新型コロナ

ウイルス感染症特例法」という。）

第 5 条第 4 項に規定する指定行事の

うち、市長が指定するものの中止若

しくは延期又はその規模の縮小によ

り生じた当該指定行事の入場料金、

参加料金その他の対価の払戻しを請

求する権利の全部又は一部の放棄を

同条第 1 項に規定する指定期間内に

した場合には、当該納税義務者がそ

の放棄をした日の属する年中に法附

則第 60 条第 4 項に規定する市町村

放棄払戻請求権相当額の法第 314 条

の 7 第 1 項第 3 号に掲げる寄附金を

支出したものとみなして、第 34 条

の 7 の規定を適用する。  

(新型コロナウイルス感染症等に係る

寄附金税額控除の特例 ) 

第 25 条 所得割の納税義務者が、新

型コロナウイルス感染症等の影響に

対応するための国税関係法律の臨時

特例に関する法律（令和 2 年法律第

25 号。  次条において「新型コロナ

ウイルス感染症特例法」という。）

第 5 条第 4 項に規定する指定行事の

うち、市長が指定するものの中止若

しくは延期又はその規模の縮小によ

り生じた当該指定行事の入場料金、

参加料金その他の対価の払戻しを請

求する権利の全部又は一部の放棄を

同条第 1 項に規定する指定期間内に

した場合には、当該納税義務者がそ

の放棄をした日の属する年中に法附

則第 60 条第 4 項に規定する市町村

放棄払戻請求権相当額の法第 314 条

の 7 第 1 項第 3 号に掲げる寄附金を

支出したものとみなして、第 34 条

の 7 の規定を適用する。  



(削る) (新型コロナウイルス感染症等に係る

住宅借入金等特別税額控除の特例 ) 

第 26 条 所得割の納税義務者が前年

分の所得税につき新型コロナウイル

ス感染症特例法第 6 条第 4 項の規定

の適用を受けた場合における附則第

7 条の 3 の 2 第 1 項の規定の適用に

ついては、同項中「令和 15 年度」

とあるのは、「令和 16 年度」とす

る。  

 2 所得割の納税義務者が前年分の所

得税につき新型コロナウイルス感染

症特例法第 6 条の 2 第 1 項の規定の

適用を受けた場合における附則第 7

条の 3 の 2 第 1 項の規定の適用につ

いては､同項中｢令和 15 年度｣とある

のは｢令和 17 年度｣と､｢令和 3 年｣と

あるのは｢令和 4 年｣とする｡  

  
 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。  

（長門市税条例等の一部を改正する条例の一部改正）  

第２条 長門市税条例等の一部を改正する条例（令和３年長門市条例第 20 号）の

一部を次のように改正する。  

改正後 現行  

 

本則  

 

本則  

(長門市税条例の一部改正) 

第１条 長門市税条例（平成 17 年長

門市条例第 59 号）の一部を次のよ

うに改正する。 

(長門市税条例の一部改正) 

第１条 長門市税条例（平成 17 年長

門市条例第 59 号）の一部を次のよ

うに改正する。 

(中略) (中略) 

第 36 条の３の３第１項中「扶養親

族（」の下に「年齢 16 歳未満の者又

は」を加え、「有しない者を除く」を

「有する者に限る」に改め、同条第４

項中「所得税法第 203 条の６第６項

に規定する納税地の所轄税務署長の承

認を受けている」を「令第 48 条の９

の７の３において準用する令第８条の

２の２に規定する要件を満たす」に改

める。 

第 36 条の３の３第１項中「控除対

象扶養親族を除く」を「年齢 16 歳未

満の者              

      に限る」に改め、同条第

４項中「所得税法第 203 条の６第６項

に規定する納税地の所轄税務署長の承

認を受けている」を「令第 48 条の９

の７の３において準用する令第８条の

２の２に規定する要件を満たす」に改

める。 

(中略) (中略) 

附 則 附 則 

(市民税に関する経過措置) (市民税に関する経過措置) 



第 2 条 (略) 第 2 条 (略) 

2・3 (略) 2・3 (略) 

4 新条例第 24 条第 2 項及び第 36 条

の 3 の 3 第 1 項並びに附則第 5 条第

1 項の規定は､令和 6 年度以後の年度

分の個人の市民税について適用し､

令和 5 年度分までの個人の市民税に

ついては､なお従前の例による｡  

4 新条例の規定中個人の市民税に関

する部分は､令和 6 年度以後の年度

分の個人の市民税について適用し､

令和 5 年度分までの個人の市民税に

ついては､なお従前の例による｡  

  
 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。  

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和４年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる

規定は、当該各号に定める日から施行する。  

（１）第１条中長門市税条例第 36 条の３の２の見出し及び同条第１項並びに第 3

6 条の３の３の見出し及び同条第１項の改正規定並びに同条例附則第７条の３

の２第１項、第 17 条の２第３項及び第 25 条の改正規定並びに同条例附則第

26 条を削る改正規定並びに第２条（次号に掲げる改正規定を除く。）の規定

並びに附則第３条第１項及び第２項の規定 令和５年１月１日 

（２）第１条中長門市税条例第 33 条第４項及び第６項、第 34 条の９第１項及び

第２項、第 36 条の２第１項ただし書及び第２項並びに第 53 条の７の改正規

定並びに同条例附則第 16 条の３第２項、第 20 条の２第４項並びに第 20 条

の３第４項及び第６項の改正規定並びに第２条（長門市税条例等の一部を改

正する条例（令和３年長門市条例第 20 号）附則第２条第４項の改正規定に限

る。）の規定並びに附則第３条第３項の規定 令和６年１月１日 

（３）第１条中長門市税条例第 18 条の４第１項の改正規定、同条例第 73 条の２

第１項の改正規定（「固定資産課税台帳」の次に「（同条第１項ただし書の

規定による措置を講じたものを含む。）」を加える部分を除く。）及び同条

例第 73 条の３第１項の改正規定（「事項の証明書」の次に「（同条ただし書

の規定による措置を講じたものを含む。）」を加える部分を除く。）並びに

次条並びに附則第４条第３項及び第４項の規定 民法等の一部を改正する法

律（令和３年法律第 24 号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日  

（納税証明書に関する経過措置）  



第２条 前条第３号に掲げる規定による改正後の長門市税条例第 18 条の４第１項

（地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）第 382 条の４に係る部分に限る。）の

規定は、同号に掲げる規定の施行の日以後にされる同法第 20 条の 10 の規定に

よる証明書の交付について適用する。  

（市民税に関する経過措置）  

第３条 第１条の規定による改正後の長門市税条例（以下「新条例」という。）第

36 条の３の２第１項の規定は、附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日（以

下この項及び次項において「１号施行日」という。）以後に支払を受けるべき

新条例第 36 条の３の２第１項に規定する給与について提出する同項及び同条第

２項に規定する申告書について適用し、１号施行日前に支払を受けるべき第１

条の規定による改正前の長門市税条例（次項において「旧条例」という。）第 3

6 条の３の２第１項に規定する給与について提出した同項及び同条第２項に規定

する申告書については、なお従前の例による。  

２ 新条例第 36 条の３の３第１項の規定は、１号施行日以後に支払を受けるべき

所得税法（昭和 40 年法律第 33 号）第 203 条の６第１項に規定する公的年金等

（同法第 203 条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において

「公的年金等」という。）について提出する新条例第 36 条の３の３第１項に規

定する申告書について適用し、１号施行日前に支払を受けるべき公的年金等に

ついて提出した旧条例第 36 条の３の３第１項に規定する申告書については、な

お従前の例による。  

３ 附則第１条第２号に掲げる規定による改正後の長門市税条例の規定中個人の市

民税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、

令和５年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。  

（固定資産税に関する経過措置）  

第４条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、

令和４年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和３年度分までの固

定資産税については、なお従前の例による。  

２ 令和２年４月１日から令和４年３月 31 日までの間に取得された地方税法等の

一部を改正する法律（令和４年法律第１号）第１条の規定による改正前の地方

税法附則第 15 条第２項に規定する施設又は設備に対して課する固定資産税につ

いては、なお従前の例による。  



３ 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後の長門市税条例第 73 条の２第１

項（地方税法第 382 条の４に係る部分に限る。）の規定は、同号に掲げる規定

の施行の日以後にされる同法第 382 条の２の規定による固定資産課税台帳（同

条第１項ただし書の規定による措置を講じたものを含む。）の閲覧について適

用する。 

４ 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後の長門市税条例第 73 条の３第１

項（地方税法第 382 条の４に係る部分に限る。）の規定は、同号に掲げる規定

の施行の日以後にされる同法第 382 条の３の規定による証明書（同条ただし書

の規定による措置を講じたものを含む。）の交付について適用する。  



議案第３号 

専決処分の承認について（長門市都市計画税条例の一部を改正する条例）  

長門市都市計画税条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和 22 年

法律第 67 号）第 179 条第１項の規定により、令和４年３月 31 日別紙のとおり専

決処分したので、同条第３項の規定により市議会の承認を求める。  

令和４年５月 27 日提出 

長門市長 江 原 達 也  



長門市都市計画税条例の一部を改正する条例をここに公布する。  

 令和４年３月 31 日 

                 長門市長 江 原 達 也 

 

長門市条例第９号 

長門市都市計画税条例の一部を改正する条例  

長門市都市計画税条例（平成 17 年長門市条例第 60 号）の一部を次のように改

正する。 

改正後 現行  

附 則 附 則 

1～4 (略) 1～4 (略) 

(法附則第 15 条第 15 項の条例で定

める割合) 

5 法附則第 15 条第 15 項に規定する

市の条例で定める割合は 5 分の 3

（都市再生特別措置法（平成 14 年

法律第 22 号）第 2 条第 5 項に規定

する特定都市再生緊急整備地域にお

ける法附則第 15 条第 15 項に規定す

る市の条例で定める割合は 2 分の

1）とする。 

(法附則第 15 条第 16 項の条例で定

める割合) 

5 法附則第 15 条第 16 項に規定する

市町村の条例で定める割合は 5 分の

3（都市再生特別措置法（平成 14 年

法律第 22 号）第 2 条第 5 項に規定

する特定都市再生緊急整備地域にお

ける法附則第 15 条第 16 項に規定す

る市町村の条例で定める割合は 2 分

の 1）とする。 

(法附則第 15 条第 33 項の条例で定

める割合) 

6 法附則第 15 条第 33 項に規定する

市の条例で定める割合は 2 分の 1 と

する。 

(法附則第 15 条第 34 項の条例で定

める割合) 

6 法附則第 15 条第 34 項に規定する

市町村の条例で定める割合は 2 分の

1 とする。 

(法附則第 15 条第 34 項の条例で定

める割合) 

7 法附則第 15 条第 34 項に規定する

市の条例で定める割合は 3 分の 2 と

する。 

(法附則第 15 条第 35 項の条例で定

める割合) 

7 法附則第 15 条第 35 項に規定する

市町村の条例で定める割合は 3 分の

2 とする。 

(法附則第 15 条第 39 項の条例で定

める割合) 

8 法附則第 15 条第 39 項に規定する

市の条例で定める割合は 3 分の 2 と

する。 

(法附則第 15 条第 42 項の条例で定

める割合) 

8 法附則第 15 条第 42 項に規定する

市町村の条例で定める割合は 3 分の

2 とする。 

 (法附則第 15 条第 44 項の条例で定

める割合) 

9 法附則第 15 条第 44 項に規定する

市の条例で定める割合は 4 分の 3 と

する。 

(新設) 

(改修実演芸術公演施設に対する都市 (改修実演芸術公演施設に対する都市



計画税の減額の規定の適用を受けよ

うとする者がすべき申告 ) 

10 (略) 

計画税の減額の規定の適用を受けよ

うとする者がすべき申告 ) 

9 (略) 

(宅地等に対して課する令和 3 年度か

ら令和 5 年度までの各年度分の都市

計画税の特例) 

11 宅地等に係る令和 3 年度から令和

5 年度までの各年度分の都市計画税

の額は、当該宅地等に係る当該年度

分の都市計画税額が、当該宅地等の

当該年度分の都市計画税に係る前年

度分の都市計画税の課税標準額に、

当該宅地等に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき価格 (当

該宅地等が当該年度分の都市計画税

について法第 702 条の 3 の規定の適

用を受ける宅地等であるときは、当

該価格に同条に定める率を乗じて得

た額。以下同じ。)に 100 分の 5(商

業地等に係る令和 4 年度分の都市計

画税にあっては、100 分の 2.5)を乗

じて得た額を加算した額（令和 3 年

度分の都市計画税にあっては、前年

度分の都市計画税の課税標準額） (当

該宅地等が当該年度分の固定資産税

について法第 349 条の 3(第 18 項を

除く。)又は附則第 15 条から第 15

条の 3 までの規定の適用を受ける宅

地等であるときは、当該額にこれら

の規定に定める率を乗じて得た額 )を

当該宅地等に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき額とし

た場合における都市計画税額 (以下

「宅地等調整都市計画税額」とい

う。)を超える場合には、当該宅地等

調整都市計画税額とする。  

(宅地等に対して課する令和 3 年度か

ら令和 5 年度までの各年度分の都市

計画税の特例) 

10 宅地等に係る令和 3 年度から令和

5 年度までの各年度分の都市計画税

の額は、当該宅地等に係る当該年度

分の都市計画税額が、当該宅地等の

当該年度分の都市計画税に係る前年

度分の都市計画税の課税標準額に、

当該宅地等に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき価格 (当

該宅地等が当該年度分の都市計画税

について法第 702 条の 3 の規定の適

用を受ける宅地等であるときは、当

該価格に同条に定める率を乗じて得

た額。以下同じ。)に 100 分の 5（商

業地等に係る令和４年度分の都市計

画税にあっては、100 分の 2.5）を

乗じて得た額を加算した額（令和 3

年度分の都市計画税にあっては、前

年度分の都市計画税の課税標準額）

(当該宅地等が当該年度分の固定資産

税について法第 349 条の 3(第 18 項

を除く。)又は附則第 15 条から第 15

条の 3 までの規定の適用を受ける宅

地等であるときは、当該額にこれら

の規定に定める率を乗じて得た額 )を

当該宅地等に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき額とし

た場合における都市計画税額 (以下

「宅地等調整都市計画税額」とい

う。)を超える場合には、当該宅地等

調整都市計画税額とする。  

12 (略) 11 (略) 

13 附則第 11 項の規定の適用を受け

る宅地等に係る令和 4 年度分及び令

和 5 年度分の宅地等調整都市計画税

額は、当該宅地等調整都市計画税額

が、当該宅地等に係る当該年度分の

都市計画税の課税標準となるべき価

格に 10 分の 2 を乗じて得た額(当該

宅地等が当該年度分の固定資産税に

ついて法第 349 条の 3(第 18 項を除

く。)又は附則第 15 条から第 15 条

の 3 までの規定の適用を受ける宅地

12 附則第 10 項の規定の適用を受け

る宅地等に係る令和 4 年度分及び令

和 5 年度分の宅地等調整都市計画税

額は、当該宅地等調整都市計画税額

が、当該宅地等に係る当該年度分の

都市計画税の課税標準となるべき価

格に 10 分の 2 を乗じて得た額(当該

宅地等が当該年度分の固定資産税に

ついて法第 349 条の 3(第 18 項を除

く。)又は附則第 15 条から第 15 条

の 3 までの規定の適用を受ける宅地



等であるときは、当該額にこれらの

規定に定める率を乗じて得た額 )を当

該宅地等に係る当該年度分の都市計

画税の課税標準となるべき額とした

場合における都市計画税額に満たな

い場合には、附則第 11 項の規定に

かかわらず、当該都市計画税額とす

る。  

等であるときは、当該額にこれらの

規定に定める率を乗じて得た額 )を当

該宅地等に係る当該年度分の都市計

画税の課税標準となるべき額とした

場合における都市計画税額に満たな

い場合には、附則第 10 項の規定に

かかわらず、当該都市計画税額とす

る。  

14 商業地等のうち当該商業地等の当

該年度の負担水準が 0.6 以上 0.7 以

下のものに係る令和 3 年度から令和

5 年度までの各年度分の都市計画税

の額は、附則第 11 項の規定にかか

わらず、当該商業地等の当該年度分

の都市計画税に係る前年度分の都市

計画税の課税標準額 (当該商業地等が

当該年度分の固定資産税について法

第 349 条の 3(第 18 項を除く。)又

は附則第 15 条から第 15 条の 3 まで

の規定の適用を受ける商業地等であ

るときは、当該課税標準額にこれら

の規定に定める率を乗じて得た額 )を

当該商業地等に係る当該年度分の都

市計画税の課税標準となるべき額と

した場合における都市計画税額 (以下

「商業地等据置都市計画税額」とい

う。)とする。 

13 商業地等のうち当該商業地等の当

該年度の負担水準が 0.6 以上 0.7 以

下のものに係る令和 3 年度から令和

5 年度までの各年度分の都市計画税

の額は、附則第 10 項の規定にかか

わらず、当該商業地等の当該年度分

の都市計画税に係る前年度分の都市

計画税の課税標準額(当該商業地等が

当該年度分の固定資産税について法

第 349 条の 3(第 18 項を除く。)又

は附則第 15 条から第 15 条の 3 まで

の規定の適用を受ける商業地等であ

るときは、当該課税標準額にこれら

の規定に定める率を乗じて得た額 )を

当該商業地等に係る当該年度分の都

市計画税の課税標準となるべき額と

した場合における都市計画税額 (以下

「商業地等据置都市計画税額」とい

う。)とする。 

15 商業地等のうち当該商業地等の当

該年度の負担水準が 0.7 を超えるも

のに係る令和 3 年度から令和 5 年度

までの各年度分の都市計画税の額

は、附則第 11 項の規定にかかわら

ず、当該商業地等に係る当該年度分

の都市計画税の課税標準となるべき

価格に 10 分の 7 を乗じて得た額(当

該商業地等が当該年度分の固定資産

税について法第 349 条の 3(第 18 項

を除く。)又は附則第 15 条から第 15

条の 3 までの規定の適用を受ける商

業地等であるときは、当該額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額 )

を当該商業地等に係る当該年度分の

都市計画税の課税標準となるべき額

とした場合における都市計画税額 (以

下「商業地等調整都市計画税額」と

いう。)とする。 

14 商業地等のうち当該商業地等の当

該年度の負担水準が 0.7 を超えるも

のに係る令和 3 年度から令和 5 年度

までの各年度分の都市計画税の額

は、附則第 10 項の規定にかかわら

ず、当該商業地等に係る当該年度分

の都市計画税の課税標準となるべき

価格に 10 分の 7 を乗じて得た額(当

該商業地等が当該年度分の固定資産

税について法第 349 条の 3(第 18 項

を除く。)又は附則第 15 条から第 15

条の 3 までの規定の適用を受ける商

業地等であるときは、当該額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額 )

を当該商業地等に係る当該年度分の

都市計画税の課税標準となるべき額

とした場合における都市計画税額 (以

下「商業地等調整都市計画税額」と

いう。)とする。 

16 附則第 11 項及び第 13 項の[宅地

等」とは法附則第 17 条第 2 号に、

15 附則第 10 項及び第 12 項の[宅地

等」とは法附則第 17 条第 2 号に、



附則第 11 項及び第 14 項の「前年度

分の都市計画税の課税標準額」とは

法附則第 25 条第 6 項において読み

替えて準用される法附則第 18 条第

6 項に、附則第 11 項、第 12 項、第

14 項及び前項の「商業地等」とは法

附則第 17 条第 4 号に、附則第 14 項

及び前項の「負担水準」とは法附則

第 17 条第 8 号ロに規定するところ

による。 

附則第 10 項及び第 13 項の「前年度

分の都市計画税の課税標準額」とは

法附則第 25 条第 6 項において読み

替えて準用される法附則第 18 条第

6 項に、附則第 11 項、第 13 項及び

前項の「商業地等」とは法附則第 17

条第 4 号に、附則第 13 項及び前項

の「負担水準」とは法附則第 17 条

第 8 号ロに規定するところによる。  

17 法附則第 15 条第 1 項、第 10

項、第 14 項から第 18 項まで、第 2

0 項、第 21 項、第 25 項、第 28

項、第 32 項から第 36 項まで、第 3

9 項、第 40 項若しくは第 44 項、第

15 条の 2 第 2 項、第 15 条の 3 又は

第 63 条の規定の適用がある各年度

分の都市計画税に限り、第 2 条第 3

項中「又は第 33 項」とあるのは

「若しくは第 33 項又は附則第 15 条

から第 15 条の 3 まで若しくは第 63

条」とする。 

16 法附則第 15 条第 1 項、第 10

項、第 15 項から第 19 項まで、第 2

1 項、第 22 項、第 26 項、第 29

項、第 33 項から第 35 項まで、第 3

7 項から第 39 項まで、第 42 項若し

くは第 43 項、第 15 条の 2 第 2 項、

第 15 条の 3 又は第 63 条の規定の適

用がある各年度分の都市計画税に限

り、第 2 条第 3 項中「又は第 33

項」とあるのは「若しくは第 33 項

又は附則第 15 条から第 15 条の 3 ま

で若しくは第 63 条」とする。  

  
 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。  

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の長門市都市計画税条例の規定は、令和４年度以後の年

度分の都市計画税について適用し、令和３年度分までの都市計画税については、

なお従前の例による。 

 



報告第１号 

令和３年度長門市一般会計予算に係る繰越明許費繰越計算書の報告について  

令和３年度長門市一般会計予算中、繰越明許費として予算繰越しした事業に係る

繰越明許費繰越計算書を別紙のとおり調製したので、地方自治法施行令（昭和 22

年政令第 16 号）第 146 条第２項の規定により報告する。  

令和４年５月 27 日提出 

                  長門市長 江 原 達 也 



令和３年度　長門市一般会計繰越明許費繰越計算書

国県支出金 地方債 その他

円 円 円 円 円 円 円

光ファイバー網整備事業 1,243,276,000 1,202,276,000 379,425,000 759,300,000 63,551,000

長門地区告知端末整備事
業

5,500,000 5,500,000 5,500,000

戸籍住民基本
台帳費

マイナンバーカード所有
者ワンストップ化対応事
業

3,636,000 3,635,500 2,920,000 715,500

民生費 社会福祉費
住民税非課税世帯等に対
する臨時特別給付金給付
事業

592,097,000 156,696,000 156,696,000

衛生費 保健衛生費
新型コロナウイルス対策
事業

90,230,000 53,955,801 53,955,801

農業費
農業水路等長寿命化・防
災減災事業

17,330,000 17,330,000 17,330,000

県営漁港ストックマネジ
メント事業費負担金

2,800,000 755,980 99,180 600,000 56,800

県営漁港海岸堤防等老朽
化対策事業費負担金

3,570,000 3,259,930 3,259,930

県営仙崎漁港漁業資源増
進モデル整備事業費負担
金

7,500,000 7,500,000 7,500,000

漁港施設整備事業 1,375,000 1,210,000 1,210,000

商工費 観光費
長門湯本温泉観光まちづ
くり整備事業

2,000,000 2,000,000 2,000,000

市道土手正楽寺線改良事
業

13,320,000 13,320,000 24,000 7,083,000 6,200,000 13,000

市道本郷畑線改良事業 19,400,000 19,400,000 44,000 10,375,116 8,900,000 80,884

市道白方大窪線改良事業 19,561,000 15,163,000 80,544 7,484,562 7,500,000 97,894

橋梁等改修事業 11,431,000 11,431,000 6,765,414 4,600,000 65,586

市道八ツ面江良線改良事
業

10,793,000 3,238,000 1,748,519 1,489,481

河川費
三隅地区河川等維持管理
費

4,328,000 4,328,000 4,328,000

都市計画費 地籍調査事業 62,161,000 62,161,000 44,400,000 17,761,000

中学校費
学校施設・設備等整備事
業

117,487,000 111,787,000 95,000 29,708,000 65,300,000 16,684,000

社会教育費
中央公民館非常用発電機
更新事業

5,390,000 5,390,000 5,390,000

農林水産業施
設災害復旧費

現年農地農業用施設災害
復旧事業

3,242,000 3,241,500 3,215,568 16,772 9,160

公共土木施設
災害復旧費

現年公共土木施設災害復
旧事業

92,951,000 69,856,500 76,500 36,621,000 18,200,000 14,959,000

2,329,378,000 1,773,435,211 419,224 601,031,980 870,600,000 2,016,772 299,367,235

左の財源内訳

既 収 入
特定財源

未収入特定財源
一般財源

事業名 金　額
翌年度
繰越額

款 項

総務費

道路橋梁費

総務管理費

農林水産
業費

水産業費

教育費

計

災害復旧
費

土木費



報告第２号 

令和３年度長門市水道事業会計予算に係る建設改良費繰越計算書の報告に

ついて 

 令和３年度長門市水道事業会計予算に係る建設改良費について、別紙繰越計算書

のとおり繰越しをしたので、地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号）第 26 条第

３項の規定により報告する。  

令和４年５月 27 日提出 

                  長門市長 江 原 達 也 



 

令和３年度長門市水道事業会計予算繰越計算書 

 
地方公営企業法第 26 条第１項の規定による建設改良費の繰越額 

（単位：円） 

款 項 事 業 名 
予   算    

計 上 額 

支払義務    

発 生 額 

翌 年 度   

繰 越 額 

左の財源内訳 

不用額 

翌年度繰越

額に係る繰

越を要する

棚卸資産の

購入限度額 

説明 

国庫補助金 県補助金 企業債 
損益勘定  

留保資金 

資
本
的
支
出 

建
設
改
良
費 

上水道事業           

 

山陰本線人丸・伊上

間東大坊第１踏切下

上水道管新設工事 

23,667,000 9,000,000 14,667,000 0 0 11,600,000 3,067,000 0 0 

西日本旅客鉄道㈱受託工事

の遅れにより、年度内完了

が不可能となったため。 

東大坊地区作業ヤー

ド整備工事 
8,151,000 2,500,000 5,651,000 0 0 0 5,651,000 0 0 

東大坊地区導・配水

管布設工事（2工区） 
5,362,500 1,600,000 3,762,500 0 0 2,000,000 1,762,500 0 0 

長門市水道監視シス

テム構築工事 
24,500,000 13,900,000 10,600,000 0 0 0 10,600,000 0 0 

新型コロナウイルス感染拡

大に伴う機器・部品不足に

より、年度内完了が不可能

となったため。 長門市水道監視シス

テム構築工事（追加

分） 

8,800,000 3,500,000 5,300,000 0 0 0 5,300,000 0 0 

 



報告第３号 

令和３年度長門市下水道事業会計予算に係る建設改良費繰越計算書の報告

について 

 令和３年度長門市下水道事業会計予算に係る建設改良費について、別紙繰越計算

書のとおり繰越しをしたので、地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号）第 26 条

第３項の規定により報告する。  

令和４年５月 27 日提出 

                  長門市長 江 原 達 也 



 

令和３年度長門市下水道事業会計予算繰越計算書 

 
地方公営企業法第 26 条第１項の規定による建設改良費の繰越額 

（単位：円） 

款 項 事 業 名 
予   算    

計 上 額 

支払義務    

発 生 額 

翌 年 度   

繰 越 額 

左の財源内訳 

不用額 

翌年度繰越

額に係る繰

越を要する

棚卸資産の

購入限度額 

説明 

国庫補助金 県補助金 企業債 
損益勘定  

留保資金 

資
本
的
支
出 

建
設
改
良
費 

公共下水道建設事業           

 

東深川２号汚水準幹

線改築更新工事（浜

手湊線） 

105,000,000 0 105,000,000 52,500,000 0 49,800,000 2,700,000 0 0 

国庫補助金の交付決定に

伴い３月補正で予算措置

したため 

東深川２号汚水準幹

線改築更新工事（前

角線） 

25,000,000 0 25,000,000 12,500,000 0 11,800,000 700,000 0 0 

東深川２号汚水準幹

線改築更新工事（江

の川線） 

80,000,000 0 80,000,000 40,000,000 0 38,000,000 2,000,000 0 0 

田屋１号汚水準幹線

管渠施設改築更新工

事（白潟緑ヶ丘線） 

10,000,000 0 10,000,000 5,000,000 0 4,200,000 800,000 0 0 

田屋２号汚水準幹線

管渠施設改築更新工

事（田屋線） 

10,000,000 0 10,000,000 0 0 8,500,000 1,500,000 0 0 

 



報告第４号 

専決処分の報告について（工事請負契約の一部を変更することについて） 

議会の議決を得た契約の金額を変更することについて、地方自治法（昭和 22 年

法律第 67 号）第 180 条第１項の規定により、令和４年３月 23 日別紙のとおり専

決処分したので、同条第２項の規定により市議会に報告する。  

令和４年５月 27 日提出 

長門市長 江 原 達 也  



専決処分書 

 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 180 条第１項の規定により、議会にお

いて指定されている事項について、次のとおり専決処分する。  

令和４年３月 23 日 

長門市長 江 原 達 也  

 

記  

工事請負契約の一部を変更することについて 

令和３年３月長門市議会定例会において議決された議案第 40 号「工事請負契約

の締結について（長門市光ファイバー網整備事業施設整備工事（青海島・渋木・真

木・俵山地区））」中契約金額「540,100,000 円（うち消費税及び地方消費税の

額 49,100,000 円）」を「 541,729,100 円（うち消費税及び地方消費税の額

49,248,100 円）」に変更する。 


